
こども性暴力防止法について

制度の概要

 法律名称 学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律

 施行年月日 2024年6月成立 ⇒ 2026年12月25日施行

 制度趣旨 学校や保育所等に対し、その従事者による児童対象性暴力を防止する措置を講じること等を義務付け

 対象事業者 (1)学校設置者等 ⇒学校、児童福祉施設等、本法に定める措置を義務として実施すべき事業者

(2)民間教育保育等事業者⇒認可外保育所、放課後児童クラブ等、国の認定を受けて措置を実施する事業者

※認定を受けることで当該取組を行っていることを広く周知できる（申請手数料3万円）

 求められる措置 ①初犯防止対策 ⇒ 就業規則等の見直し、保護者への周知、従事者への研修 など

②再犯防止対策 ⇒ 従事者の性犯罪前科の有無の確認

③防止措置 ⇒ 性暴力のおそれがある場合に教育・保育の業務に従事させない、内定取消し など

④情報管理措置 ⇒ 犯歴情報を適正に管理するためのルールの策定、組織体制の整備 など

スケジュール ※記載事項は一例
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◆義務対象事業者向け説明会(9/25)

◆広報こおりやま掲載

※現職者の性犯罪前科の確認時期は、別途こども家庭庁から指示予定

資料６

◆子ども・子育て会議(8/28)

◆ウェブ掲載等周知
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制度についての従事者・こども・保護者への周知

不適切な行為や対象者の範囲の検討、就業規則見直し 新規採用者の性犯罪前科の有無確認・研修

情報管理規程の作成と体制整備

従事者向け研修の計画策定・実施

日常観察、面談・アンケート、相談対応、事案発生対応

認定申請（民間教育保育等事業者）

1

市ウェブサイト

認可保育所等への指導監査

◇国主催事業者向け説明会 (9/17)@けんしん文化センター ※定員100名

◇国主催事業者向けオンライン説明会(11/6) ※定員上限無し・要申込

https://www.city.koriyama.lg.jp/soshiki/80/188849.html
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